
 

※規程案の内容については、改正予定の法令内容等により変更する場合がある。 
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電力広域的運営推進機関 送配電等業務指針 新旧対照表 

変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

平成２７年４月２８日施行 

令和８年８月１日変更 

送配電等業務指針 

電力広域的運営推進機関 

平成２７年４月２８日施行 

令和  年  月  日変更 

送配電等業務指針 

電力広域的運営推進機関 
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（変更履歴） 

平成２７年４月２８日施行 

平成２７年８月３１日変更 

平成２８年４月１日変更 

平成２８年７月１１日変更 

平成２８年１０月１８日変更 

平成２９年４月１日変更 

平成２９年９月６日変更 

平成３０年６月２９日変更 

平成３０年１０月１日変更 

平成３１年４月１日変更 

令和元年７月１日変更 

令和元年１２月１１日変更 

令和２年２月１日変更 

令和２年３月３０日変更 

令和２年４月１日変更 

令和２年７月８日変更 

令和２年１０月１日変更 

令和３年４月１日変更 

令和３年４月１６日変更 

令和３年７月１日変更 

令和４年４月１日変更 

令和４年７月５日変更 

令和５年４月１日変更 

令和５年４月３日変更 

令和５年７月１日変更 

令和５年１２月２７日変更 

令和６年４月１日変更 

令和６年４月１０日変更 

令和６年８月１日変更 

令和７年１月６日変更 

令和７年４月１日変更 

令和７年８月１日変更 

令和８年４月１日変更 

 

（変更履歴） 

平成２７年４月２８日施行 

平成２７年８月３１日変更 

平成２８年４月１日変更 

平成２８年７月１１日変更 

平成２８年１０月１８日変更 

平成２９年４月１日変更 

平成２９年９月６日変更 

平成３０年６月２９日変更 

平成３０年１０月１日変更 

平成３１年４月１日変更 

令和元年７月１日変更 

令和元年１２月１１日変更 

令和２年２月１日変更 

令和２年３月３０日変更 

令和２年４月１日変更 

令和２年７月８日変更 

令和２年１０月１日変更 

令和３年４月１日変更 

令和３年４月１６日変更 

令和３年７月１日変更 

令和４年４月１日変更 

令和４年７月５日変更 

令和５年４月１日変更 

令和５年４月３日変更 

令和５年７月１日変更 

令和５年１２月２７日変更 

令和６年４月１日変更 

令和６年４月１０日変更 

令和６年８月１日変更 

令和７年１月６日変更 

令和７年４月１日変更 

令和７年８月１日変更 

令和８年４月１日変更 

令和８年８月１日変更 
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

（広域系統整備計画に基づき設置等を行った流通設備の整備又は更新に要する費用の額の届出） 

第５３条の２ 業務規程第６１条の３の規定により届出を行った広域系統整備計画の事業実施主体は、

法第２８条の４０第１項第５号の２に規定する交付金（以下「広域系統整備交付金」という。）の交

付を受けるに当たり、広域系統整備計画に基づき設置等を行った流通設備の使用を開始した日の属す

る年度から当該流通設備の耐用年数（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令

第１５号）別表第１又は別表第２に掲げる耐用年数をいう。次条において同じ。）の期間の末日の属

する年度までの間、減価償却が行われる年度の本機関が別途通知する期日までに、広域系統整備計画

ごとに当該流通設備の整備又は更新に要する費用の額を、毎年度、本機関に届け出なければならな

い。 

（広域系統整備交付金の交付に係る申請） 

第５３条の２ 業務規程第６１条の３の規定により届出を行った広域系統整備計画の事業実施主体は、

本条に定める広域系統整備交付金の交付に係る申請の日又は広域系統整備計画に基づき設置等を行

った流通設備の使用を開始した日のいずれか遅い日の属する年度から当該流通設備の耐用年数（減価

償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）別表第１又は別表第２に掲げる

耐用年数をいう。次条において同じ。）の期間の末日の属する年度までの間、法第２８条の４０第１

項第５号の２に規定する交付金（以下「広域系統整備交付金」という。）の交付を受けようとすると

きは、本機関に対して、広域系統整備計画ごとに広域系統整備交付金の交付に係る申請を行うものと

する。 

（供給計画に従い設置等を行った流通設備の設置及び維持に要する費用の額の届出） 

第５３条の３ 業務規程第６１条の３の規定により届出を行った広域系統整備計画の事業実施主体は、

当該計画において再生可能エネルギー発電設備によって創出される便益が見込まれる場合は、再生可

能エネルギー電気特措法第２８条第１項に規定する交付金（以下「系統設置交付金」という。）の交

付を受けるに当たり、供給計画に従い設置等を行った流通設備（系統設置交付金の交付対象となる広

域系統整備計画に係るものに限る。）の使用を開始した日の属する年度から当該流通設備の耐用年数

の期間の末日の属する年度までの間、減価償却が行われる年度の本機関が別途通知する期日までに、

広域系統整備計画ごとに当該流通設備の設置及び維持に要する費用の額を、毎年度、本機関に届け出

なければならない。 

（供給計画に従い設置等を行った流通設備の設置及び維持に要する費用の額の届出） 

第５３条の３ 業務規程第６１条の３の規定により届出を行った広域系統整備計画の事業実施主体は、

当該計画において再生可能エネルギー発電設備によって創出される便益が見込まれる場合は、再生可

能エネルギー電気特措法第２８条第１項に規定する交付金（以下「系統設置交付金」という。）の交

付を受けるに当たり、供給計画に従い設置等を行った流通設備（系統設置交付金の交付対象となる広

域系統整備計画に係るものに限る。）の使用を開始した日の属する年度から当該流通設備の耐用年数

の期間の末日の属する年度までの期間、減価償却が行われる年度の本機関が別途通知する期日まで

に、広域系統整備計画ごとに当該流通設備の設置及び維持に要する費用の額を、毎年度、本機関に届

け出なければならない。 

（認定整備等計画に従い設置を行う流通設備の設置に要する費用の額の届出）  

第５３条の４ 法第２８条の５０第１項に規定する認定整備等事業者（以下単に「認定整備等事業者」

という。）は、再生可能エネルギー電気特措法第２８条の２第１項に規定する特定系統設置交付金（以

下単に「特定系統設置交付金」という。）の交付を受けるに当たり、法第２８条の５０第２項に規定

する認定整備等計画（以下単に「認定整備等計画」という。）に従い、流通設備であって再生可能エ

ネルギー電気の利用の促進に資するものを設置しようとするときは、設置を行う当該流通設備の工事

を開始した日の属する年度から当該流通設備の使用を開始した日の前日の属する年度までの間、当該

流通設備の設置に要する費用が発生する年度の本機関が別途通知する期日までに、認定整備等計画ご

とに当該費用の額を、毎年度、本機関に届け出なければならない。 

（認定整備等計画に従い設置を行う流通設備の設置に要する費用の額の届出）  

第５３条の４ 法第２８条の５０第１項に規定する認定整備等事業者（以下単に「認定整備等事業者」

という。）は、再生可能エネルギー電気特措法第２８条の２第１項に規定する特定系統設置交付金（以

下単に「特定系統設置交付金」という。）の交付を受けるに当たり、法第２８条の５０第２項に規定

する認定整備等計画（以下単に「認定整備等計画」という。）に従い、流通設備であって再生可能エ

ネルギー電気の利用の促進に資するものを設置しようとするときは、設置を行う当該流通設備の工事

を開始した日の属する年度から当該流通設備の使用を開始した日の前日の属する年度までの期間、当

該流通設備の設置に要する費用が発生する年度の本機関が別途通知する期日までに、認定整備等計画

ごとに当該費用の額を、毎年度、本機関に届け出なければならない。 

（認定整備等計画に基づき設置等を行う流通設備の整備又は更新に必要な資金の借入申請） 

第５３条の５ 認定整備等事業者は、本機関から、認定整備等計画に基づき設置等を行う流通設備の整

備又は更新に必要な資金の貸付けを受けるに当たり、本機関に認定整備等計画に基づき設置等を行う

流通設備の整備又は更新に必要な資金の借入れを申請することができる。 

２ 認定整備等事業者は、前項の規定により資金を借り入れるときは、業務規程第６４条の５第５項に

規定する契約の定めるところにより、本機関から貸付けを受け、返済しなければならない。 

（認定整備等計画に基づき設置等を行う流通設備の整備又は更新に必要な資金の借入申請） 

第５３条の５ 認定整備等事業者は、本機関から、認定整備等計画に基づき設置等を行う流通設備の整

備又は更新に必要な資金の貸付けを受けるに当たり、本機関に認定整備等計画に基づき設置等を行う

流通設備の整備又は更新に必要な資金の借入れを申請することができる。 

２ 認定整備等事業者は、前項の規定により資金を借り入れるときは、業務規程第６４条の５第７項に

規定する契約の定めるところにより、本機関から貸付けを受け、返済しなければならない。 

 

（新設） 

（認定基幹送変電設備整備等計画に基づく基幹送変電設備の整備又は更新に必要な資金の借入申請） 

第５３条の６ 法第２７条の３の３第１項に規定する認定一般送配電事業者（以下単に「認定一般送配

電事業者」という。）又は法第２７条の１１の７第２項に規定する認定送電事業者（以下単に「認定

送電事業者」という。）は、本機関から、法第２７条の３の３第２項に規定する基幹送変電設備整備

等計画（以下「認定基幹送変電設備整備等計画」という。）に基づく法第２７条の３の２第１項に規

定する基幹送変電設備（以下単に「基幹送変電設備」という。）の整備又は更新に必要な資金の貸付
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

けを受けるに当たり、本機関に認定基幹送変電設備整備等計画に基づく基幹送変電設備の整備又は更

新に必要な資金の借入れを申請することができる。 

２ 認定一般送配電事業者又は認定送電事業者は、前項の規定により資金を借り入れるときは、業務規

程第６４条の７第６項に規定する契約の定めるところにより、本機関から貸付けを受け、返済しなけ

ればならない。 

 

（新設） 

（基幹送変電設備整備等計画の評価依頼） 

第５３条の７ 一般送配電事業者又は送電事業者は、前条の規定による借入申請に係る基幹送変電設備

整備等計画の認定に先立ち、法第２７条の３の２第１項に規定する基幹送変電設備整備等計画の作成

のために必要がある場合は、本機関に対し、基幹送変電設備整備等計画に係る基幹送変電設備に関す

る事項の評価を求めることができる。 

 

附則（令和 年 月 日） 

 

（施行期日） 

本指針は、令和８年１２月１日又は経済産業大臣の認可を受けた日のいずれか遅い日から施行する。 

 


